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平成１９年度土地・水資源局関係予算概算要求の概要

１．土 地 の 有 効 利 用 に 向 け た 土 地 政 策 の 推 進

都市再生や不動産証券化の進展等に伴い、大都市の都心部を中心に地価の持ち直し
の動きが見られ始めている一方で、少子高齢化の進展、産業構造の変化等に伴い低・
未利用地が発生している。

こうした土地をめぐる社会経済状況の変化を踏まえ、以下のとおり土地市場の条件
整備とともに、居住環境の向上、コミュニティ再生、新事業の創出等の新たなニーズ
に柔軟に対応した既存開発地の土地利用の転換に向けた土地政策を推進する。

（１）土地市場の条件整備
１）総合的な土地政策の推進 ４３２百万円

のため、宅地ストックの円滑な循環・再生・管理の実現、土地政策の再構築
地方都市における不動産証券化市場の活性化などの観点で必要な取組みについ
て検討を進める。

２）不動産鑑定評価の充実 ４，７２８百万円
を的確に実施するとともに、高度利用地の地価動向を把握するため地価公示

を行う。また、高度な評価等への主要都市における高度利用地の地価分析調査
需要増を踏まえ、 を新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究
行う。

３）土地に関する情報の整備・提供 ８５１百万円
取引価格等の土地土地市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、

を行う。に関する情報の調査・提供

（２）土地の適正な利用の推進
１）国土利用計画法の的確な運用 ２７８百万円

土地利用の動向に関する調査国土利用計画法の的確な運用を図るとともに、
等を行う。研究

２）低・未利用地等の有効活用 ３６１百万円
の方策や、低・未利用地を含地域コミュニティ等による適切なエリアマネジメント

めた土地利用の実態把握・提供手法、低・未利用地の有効活用に資する土地利
用転換手法の検討等を進める。

３）宅地の量的供給施策からの転換 ６１，０４６百万円
住宅市街地基盤整都市郊外への拡大を助長するような宅地開発から転換し、

、 。備事業等により 住環境の改善や街なか居住などに資する宅地政策を推進する

２１，３３１百万円（３）国土調査の推進
地籍土地取引や公共事業の円滑化等土地の有効利用の基盤を整備するため、

する。また、都市中心部などで、境界問題が開発停滞の要調査を積極的に推進
地因となり、潜在的な土地利用の可能性が生かされていない地域等において、

を行う。籍整備の前提となる街区外周の調査









１.土地の有効利用に向けた土地政策の推進

（１）土地市場の条件整備

１）総合的な土地政策の推進

①地方都市における不動産証券化市場活性化モデル事業の創設

（ ）経済成長戦略推進要望

不動産証券化の社会実験等を通じて、地方都市における証券化のノウハウ

蓄積と人材育成を図り、地方不動産証券化市場の裾野の拡大を実現するこ

とにより、地域経済の活性化を促進するとともに、新たな雇用機会を創出

し、再チャレンジ社会の実現を推進する。

○地方都市における不動産証券化市場活性化モデル事業

200百万円（新規)

※総合政策局と共同要求

②土地市場の変化を踏まえた土地政策の実現

土地政策の再構築のため、社会構造など土地を巡る状況の変化を踏まえ、

土地関連情報に関する総合的な調査、宅地ストックの円滑な循環・再生・管

理を実現するための方策、土地市場の変化を踏まえた不動産関連税制のあり

方等について検討を進める。

○土地市場の変化を踏まえた土地政策実現のための経費

187百万円（前年度 246百万円)

◇地方の中小不動産業

者・不動産鑑定士等

を対象に、社会実験

参加のための不動産

証券化に関する講習

会を実施

◇地方の中小不動産業者等

によるファンド組成社会実

験の検討のための専門家

を派遣し、社会実験モデル

箇所を選定

◇選定理由等を内容とする選

定過程報告書を作成

社会実験参加の
ための講習会

モデル箇所の選定

◇ファンド組成のための

社会実験を実施し、モ

デル組成過程報告書

を作成

社会実験

公 開

地方都市における不動産証券化市場活性化のためのモデル事業の実施



２）不動産鑑定評価の充実

①地 価 公 示

全国３０，０００地点において地価公示を的確に実施する。

○地価公示 4,379百万円（前年度 4,379百万円)

②新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究

近年の不動産投資市場の急速な拡大に伴い、市場の透明性を確保するイン

フラとして、投資不動産の鑑定評価の信頼性の確保が重要となっている。こ

のため、デューデリジェンスの適正の確保と収益還元法（ＤＣＦ法）の運用

の精緻化に関し、不動産鑑定士・不動産鑑定業者を指導監督するための技術

、 。的知見を蓄積し 必要に応じ鑑定評価基準に取り込むための調査研究を行う

○新たな鑑定評価分野における技術基準の策定のための研究

60百万円（前年度 34百万円)

全国における地価の推移
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③主要都市における高度利用地の地価分析調査

最近、一部の主要都市では地価の持ち直し傾向が見られ始めており、その

地価動向を将来にわたり見通すことが重要となっている。そのため、主要都

市の地価動向を先行的に表しやすい高度利用地等の土地について、価格を調

査し、四半期毎の地価動向を把握する。また、その情報を広く提供するとと

もに、その過程で得られた諸データを地価公示の価格判定や分析に用いる。

○主要都市における高度利用地の地価分析調査 130百万円（新規)

主要都市（県庁所在市、政 令市）にお ける将 来の地価 動向 を先 行的に示 す ような特定
の商業地及 び住宅 地 を選定

○国
・土地政策に反映
・地価公示等の分析 デ ータ

等

○企業・研究機関等
・地価動向の把握
・都市間比較

等

○地方自治体
・地価の監視
○税務部局
・課税の適正化

主要都市における高度利用地の地価分析調査のフロー図

・鑑定評価額（１月１日時点）
・四半期変動率
・価格形成要因の変 動状況
・取引事例
・賃料デ ータ
・還元利回り 等

活
用 活

用
活
用

【高層住宅地】 【業務 （一般）高度商 業地】 【複合高度商 業地】

調
査
・
分
析

・

価
格
判
定
等

注：写真は「 オ フィスレン ト デ ータ 20 06」三幸 エス

テー ト株式 会社「 I nc ita t ion  to  of f ic e」三鬼商事株
式会社よ り抜粋 ※ 写真はい ずれ もイ メー ジ



３）土地に関する情報の整備・提供

土地取引の際に必要となる情報の提供

土地市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、全国の県庁所在

都市を中心に調査対象地域を拡大して取引価格等の調査を行い、物件が容易

に特定できないよう配慮して土地取引の際に必要となる取引価格情報等の提

供を行う。

○取引価格等土地情報の整備・提供の推進 490百万円（前年度 318百万円)

＊取引価格等土地情報の提供イメージ

（注）データは仮のイメージであるが、提供される形式・項目等は図のとおり



（２）土地の適正な利用の推進

１）国土利用計画法の的確な運用

①土地利用の動向等に関する調査研究の推進

適正かつ合理的な土地利用の実現を図るため、土地利用の動向に関する調

査研究を行うとともに、市町村の合併に伴って発生する土地利用上の課題に

対する解決策等について検討を行う。

○土地利用の動向に関する調査研究 35百万円（前年度 35百万円)

○市町村の合併に伴う新たな土地利用のあり方に関する調査研究

25百万円（新規)

市町村の合併に伴って発生する土地利用上の課題への対応（イメージ）

【市町村合併に伴う土地利用上の課題の発生】 【分析・検討】 【効果】

②土地取引状況等に関する調査研究の推進

土地動向に適切に対応するため、土地取引状況を効率的に把握し、関連経

済指標との関連性等について総合的な検討を行う。

○土地取引状況の効率的な把握等に関する調査研究

80百万円（前年度 96百万円)

○経済指標等の総合検討による土地取引規制の効率的な発動の検討

20百万円（新規)

土地利用上の課題等の 

・事例収集 

・課題の整理、抽出 

・効果的な対応策の検討 

・対応策のモデル化 等 

・ 課題に対応しうる土 

地利用計画の策定 

・ 計画に基づいた施 

策の重点的実施 

 

 
適正かつ合理的な

土地利用の実現 



２）低・未利用地等の有効活用

①人口減少期における適切な土地利用の推進

地域コミュニティ等による適切なエリアマネジメントの方策や、低・未利

用地を含めた土地利用の実態把握・提供手法を検討するとともに、低・未利

用地の有効活用の促進に資する土地情報の提供、土地利用転換手法の検討等

を行う。

○人口減少期におけるエリアマネジメント促進事業

179百万円（前年度119百万円)

○低・未利用地活用推進事業 90百万円（前年度107百万円)

②都市農地を活用した良好なまちづくりの推進

農地の活用・保全も視野に入れた市街化区域内における農地と住宅地の調

和した良好なまちづくりを推進するため、農住組合制度の活用を推進すると

ともに、農地所有者と国、地方公共団体及び農協組織等との連携強化、都市

農地の有効活用手法の開発、関係者への情報提供のあり方等について検討を

行う。

○都市農地活用推進事業 91百万円（前年度84百万円)

都市計画区域

市街化区域

（事例）
地域：中心市街地
主体：ＮＰＯ法人
概要：地権者等から構

成されるNPO法
人による魅力ある
駅前空間の創出
と管理

【密集市街地】
・高齢化～空家化の進行
・接道しない敷地の空地化

【中心市街地】
・商店街で空き店舗発生
・虫食い的な空地発生

【郊外住宅地】
・古い集合住宅・戸建住宅の
空室・空屋化

・住民の高齢化

地域コミュニティ等による利用・管理の事例

（事例）
地域：密集市街地
主体：市民団体
概要：市民団体による空

き地の花壇利用と
管理

（事例）
地域：密集市街地
主体：地域住民
概要：生産緑地の市民

農園としての利用

（事例）
地域：郊外住宅地
主体：自治会
概要：コミュニティー活動

の拠点施設と隣接
するコモンスペー
スの維持・管理



３）宅地の量的供給施策からの転換

人口減少社会が到来し、近い将来世帯数も減少に転じることが見込まれる

とともに、都心回帰の傾向が見られる中、今後郊外における新規宅地供給に

対する需要は減少していくことが予想される。

その一方で、快適な居住環境を備えた郊外居住へのニーズも依然存在する

ことから、良好な環境の宅地ストックの活用に重点化を図った上で、引き続

き良好な市街地の形成を進める。

①住宅市街地基盤整備事業の推進

住宅市街地総合整備事業のうち住宅市街地の基盤整備を行うものについて

重点化を図り、住環境の改善や街なか居住などに資する市街化区域内等にお

ける住宅宅地の供給を推進する。

・新規採択の重点化

平成１８年度に引き続き、１９年度も住環境の改善や街なか居住など

に資する市街化区域内等の団地に限定して新規採択を行う。

・政策意義の高い団地への重点化

地区計画等で最低敷地面積が定められている団地、土地利用計画で緑

被率が高い団地など、良好な宅地・住宅の供給のため、政策意義の高い

団地に重点化する。

○住宅市街地基盤整備事業

(事 業 費) 124,012百万円（前年度 127,956百万円)

(国 費) 60,946百万円（前年度 60,946百万円)



②都市再生機構によるニュータウン整備事業（大都市圏）

都市再生機構によるニュータウン整備事業については、事業計画等の見

直しを行いつつ、ニュータウン用地の計画的な供給・処分を実施する。ま

た、機構の行う面的整備事業に係る工事費等に対して都市開発資金による

無利子貸付を行い、良好な宅地供給を推進する。

○都市再生機構事業資金融資 100百万円（前年度 100百万円)

〔都市再生機構施行地区例（つくばエクスプレス沿線地区 〕）



（３）国土調査の推進

①都市再生に資する地籍整備の推進

都市中心部などで無計画に市街化が進んできたような地域は、潜在的に高度な土地

利用が可能であるにもかかわらず、境界問題が大きな要因となって開発が停滞している。

このような地域は、都市再生に向け速やかな開発が強く求められているところであり、

土地の有効活用を促進していくためには、都市再生街区基本調査の結果を踏まえつつ、

速やかに地籍整備を進める必要がある。

このため、これらの地域を対象として、地籍整備の前提となる街区外周の調査を行う。

○都市再生街区基本調査（土地活用促進調査） 6,000百万円（新規)

官民境界をはじめとし
た境界情報の未整備が
開発停滞の要因となり
潜在的な利用可能性が

生かされず

官民境界をはじめとし
た境界情報の未整備が
開発停滞の要因となり
潜在的な利用可能性が

生かされず

〈 都市中心部などで無計画な市街化が進んだ地域 〉

境界の
現地で
の混乱

稠密な

土地利
用

このような地域で

土地活用やまちづくりの構想を早期に具体化
していくためには地籍整備の前提となる街区の

外周位置を速やかに把握することが必要

調査成果を基に土地活用や
まちづくりの構想等を策定

事業化

土地の有効
活用を促進

街区外周の屈曲部分の
街区点 □ を調査・測量

基本調査で
設置した
基準点

基本調査で測
量した公図四
隅の街区点

街区点 ： 街区外周の官民境界点

骨太2006、経済成長戦略大綱、

都市再生本部資料
「都市部における地籍整備を推進」



②全国的な地籍調査の推進

土地の有効利用の基盤となる地籍調査について、引き続き積極的に推進す

る。

、 、また 都市再生街区基本調査の成果を用いた地籍調査の円滑化手法として

既存の境界情報を数値化公図に反映する手法を創設する。

○地籍調査費負担金 13,579百万円（前年度 13,574百万円)

進捗率・全国平均47%



③山村境界保全事業の推進

、 、 、地籍調査が遅れ 一方で地権者の高齢化や不在村化 森林の荒廃等により

基本的な現況の把握すら困難となってきている山村地域において、簡易な手

法により森林の概ねの境界を保全することにより、今後の地籍調査の円滑な

実施を図る。

○山村境界保全事業 140百万円(前年度 103百万円)

④都市再生街区基本調査の成果活用の推進

都市再生街区基本調査の成果を着実に地籍の整備に結びつけていくため、

基本調査の成果を活用した効率的な地籍整備手法を検討するとともに、基本

調査の成果を整理・格納し、関係機関等に提供する仕組みを構築する。

○街区基本調査成果活用推進事業 280百万円（新規)

⑤土地状況変遷基礎調査の創設

近年、土地の自然条件を無視した開発等に起因する災害、建物被害が頻発

しており、このことを背景に、過去からの土地の状況変遷に関する情報の整

備が求められるようになってきている。このため、これまでの土地分類調査

のデータや過去の航空写真等を活用した土地状況変遷図等の作成手法等につ

いて検討を行い、土地分類調査の見直しを進める。

○土地状況変遷基礎調査 44百万円（新規)



平成１９年度土地対策関係予算概算要求総括表

（単位：百万円）

１９年度 前年度 比較増△減 倍 率
区 分 要求額 予算額 備 考

(Ｂ） (Ａ－Ｂ） （Ａ／Ｂ）(Ａ)

１．土地市場の条件整備 6,011 5,496 515 1.09

１）総合的な土地政策の推 432 310 121 1.39 地方都市における不動産証券化市場活性化モデ
進 ル事業（新規） 200百万円

土地市場の変化を踏まえた土地政策実現のため
の経費 187百万円

２）不動産鑑定評価の充実 4,728 4,608 121 1.03 地価公示 4,379百万円

新たな鑑定評価分野における技術基準の策定の
ための研究 60百万円

主要都市における高度利用地の地価分析調査
(新規) 130百万円

３）土地に関する情報の整 851 578 273 1.47 取引価格等土地情報の整備・提供の推進
備・提供 490百万円

２．土地の適正な利用の推進 61,685 61,609 75 1.00

１）国土利用計画法の的確 278 253 25 1.10 土地利用の動向に関する調査研究 35百万円
な運用

市町村の合併に伴う新たな土地利用のあり方に
関する調査研究（新規） 25百万円

土地取引状況の効率的な把握等に関する調査研
究 80百万円

経済指標等の総合検討による土地取引規制の効
率的な発動の検討（新規） 20百万円

２）低・未利用地等の有効 361 310 51 1.16 人口減少期におけるエリアマネジメント促進事
活用 業 179百万円

低・未利用地活用推進事業 90百万円

都市農地活用推進事業 91百万円

３）宅地の量的供給施策か 61,046 61,046 0 1.00 住宅市街地基盤整備事業 60,946百万円
らの転換

都市再生機構事業資金融資 100百万円

３．国土調査の推進 21,331 24,803 △3,472 0.86 都市再生街区基本調査（土地活用促進調査）
（新規） 6,000百万円

地籍調査費負担金 13,579百万円

山村境界保全事業 140百万円

街区基本調査成果活用推進事業（新規）
280百万円

土地状況変遷基礎調査（新規） 44百万円

４．その他 160 140 20 1.14

合 計 89,186 92,048 △2,862 0.97

（注１）四捨五入の関係で、合計、比較増△減は必ずしも一致しない。
（注２）上記の予算は 「住環境、都市生活の質の向上 （国土交通省の「成果目標４ 、及び「公正で競争的な市場環境の整備」、 」 」）

（同「成果目標２４ ）に関係するものである。」
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